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議案第 号

平成３０年度新座市水道事業会計予算

（総則）

第１条 平成３０年度新座市水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

⑴ 給水戸数 ７５，０７４ 戸

⑵ 年間総配水量 １７，７５９，０００ ㎥

⑶ １日平均給水量 ４８，６５５ ㎥

⑷ 主要な建設改良事業 事業費 ８７８，１４０ 千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 事 業 収 益 ２，６６７，７３４ 千円

第１項 営 業 収 益 ２，２６９，０３９ 千円

第２項 営 業 外 収 益 ３９８，６８５ 千円

第３項 特 別 利 益 １０ 千円

支 出

第１款 事 業 費 ２，５７９，６９７ 千円

第１項 営 業 費 用 ２，４７９，５０８ 千円

第２項 営 業 外 費 用 ９４，１６９ 千円

第３項 特 別 損 失 ２０ 千円

第４項 予 備 費 ６，０００ 千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額

が資本的支出額に対し不足する額７５０，９８２千円は、過年度分損益勘定

留保資金５５０，９８２千円及び建設改良積立金２００，０００千円で補塡

するものとする。 。

３２
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収 入

第１款 資 本 的 収 入 ５５０，９５０ 千円

第１項 企 業 債 ２００，０００ 千円

第２項 分 担 金 ２０８，０６２ 千円

第３項 負 担 金 １４２，８８８ 千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 １，３０１，９３２ 千円

第１項 建 設 改 良 費 １，０６８，３６０ 千円

第２項 企 業 債 償 還 金 ２２９，５７２ 千円

第３項 予 備 費 ４，０００ 千円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとお

りと定める。

（単位：千円）

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

施設整備事業 ２００，０００
普通貸借又

は証券発行

５．０％

以内

借入先の融資条件による。

ただし、財政上の都合によ

り、据置期間若しくは償還

期間を短縮し、繰上償還し、

又は低利債に借り換えるこ

とができる。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。

営業費用及び営業外費用の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決

を経なければならない。

⑴ 職 員 給 与 費 １９９，３８６ 千円

⑵ 交 際 費 ２０ 千円

（棚卸資産購入限度額）
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第８条 棚卸資産の購入限度額は、５９，３０５千円と定める。

平成３０年２月２０日提出

新座市長 並 木 傑
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（単位：千円）

備　考

事 業 収 益

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

その他の営業収益

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

特 別 利 益

過年度損益修正益

備　考

事 業 費

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

消費税及び地方消費税

予  定  額

予算に関する説明書

平成３０年度新座市水道事業会計予算実施計画

収　　　入

収益的収入及び支出

款 項 目 予  定  額

支　　　出

款 項 目



- 5 -

備　考

雑 支 出

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

過年度損益修正損

予 備 費

予 備 費

備　考

資 本 的 収 入

企 業 債

企 業 債

分 担 金

分 担 金

負 担 金

負 担 金

備　考

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

新 設 拡 張 費

改 良 費

固 定 資 産 購 入 費

企 業 債 償 還 金

企 業 債 償 還 金

予 備 費

予 備 費

項 目 予  定  額

資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 予  定  額

支　　　出

款 項 目 予  定  額

款
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（単位：円）

△ 306,000

△ 302,003,000

△ 1,602,000

△ 61,193,000

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 1,001,599,000

△ 666,061,000

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

△ 229,572,000

△ 6,267

△ 29,578,267

△ 118,840,207

平成３０年度新座市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

固 定 資 産 除 却 費

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

長 期 前 受 金 戻 入 額

業務活動によるキャッシュ・フロー

当 年 度 純 利 益 （ △ は 純 損 失 ）

減 価 償 却 費

引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

受 取 利 息 ・ 配 当 金

小 計

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

その他流動負債の増減額（△は減少）

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ）

固 定 資 産 売 却 損

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入

企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

資 金 期 首 残 高

利 息 の 支 払 額

業務活動によるキャッシュ・フロー

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

企 業 債 に よ る 収 入

資 金 期 末 残 高

財務活動によるキャッシュ・フロー

資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ）

投資活動によるキャッシュ・フロー

リ ー ス 債 務 の 償 還 に よ る 支 出



- 7 -

１　総括 〔（　）内は短時間勤務職員（外書き）〕

特別職 一般職 報　酬 給　料 賃　金 手　当 計

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( △ 1)

△ 4 

( △ 1)

△ 4 

管理職
手  当

扶　養
手　当

地　域
手　当

住　居
手　当

通　勤
手　当

特殊勤
務手当

時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

△ 1,185 △ 696 △ 655 △ 44 △ 1,120

期　末
手　当

勤　勉
手　当

児　童
手　当

(千円) (千円) (千円)

△ 3,066 △ 1,165

△ 7,404

△ 7,404

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合    計

手当の
内  訳

区  　分

本 年 度

前 年 度

比    較

区  　分

本 年 度

前 年 度

比    較

給　与　費　明　細　書

職  員  数 給         与         費 法  定
福利費区     分

本

年

度

前

年

度

比
　
較

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合    計

合　計

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合    計

△ 7,808 △ 28,354 △ 6,374 △ 34,728

△ 54

△ 7,144 △ 27,583 △ 6,428 △ 34,011

△ 12,316

△ 12,209△ 826

△ 826
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２　給料及び手当の増減額の明細

増減額

（千円） （千円）

昇給に伴う増　　　　　　     　      642千円

職員構成の変動等に伴う減　　　　 △8,787千円

３　給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

　⑵　初任給

平  均  給  与  月  額

平 均 年 齢

平　均　給　料　月　額

一般行政職（円）

一  般  会  計  の  制  度

平成29年11月1日現在

△ 8,145

平成28年11月1日現在 平  均  給  与  月  額

区　　　　　　　　　　　　分
事務・技術

平 均 年 齢

その他の増減分

大　学　卒

高　校　卒

 企業職（円）区　　　分
技能労務職（円）

１人平均　4,496円　1.47％の増

△ 13,624

平　均　給　料　月　額

制度改正に伴う増減分

（企業職）

区  分

扶養手当の支給額改定に伴う増　　　　  52千円

給与改定に伴う増減分

給与改定に伴う増　　　　 　　　　　　 87千円

勤勉手当の支給割合変更に伴う増　　 　862千円

給　料 △ 12,209

手　当 △ 7,144

備考増 減 事 由 別 内 訳

その他の増減分

昇給に伴う増加分

説　     　　明

職員構成の変動等に伴う減 　 

１人平均　556円　0.19％の引上げ
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　⑶　級別職員数 〔（ ）内は短時間勤務職員（外書き）〕 　⑷　昇給

級

平成29年11月1日

　　　　　 現在

平成28年11月1日

　　　　　 現在

（級別の標準的な職務内容）

区    分 １  級 ５　級 ６　級

企 業 職 主事補 副課長 課　長

職員数(人)構成比(％)

3級

８　級

 号給数別内訳

(人）

７　級

8号給

部　長

計

8級

計

1級

6級

7級

8級

2級

4級

5級 6号給 (人）

(人）

8号給 (人）5級

6級

2号給

(人） 昇給に係る職員数（Ｂ）

4級

(人）

 昇給に係る職員数（Ｂ）

6号給

2号給

4号給

7級

(％）

(人）

(人）

(人）

(人）

区　　分

1級

2級

企　　 業　 　職
区　　　　　分

 比率　（Ｂ）／（Ａ）　　　　

 職    員    数  （Ａ）

企業職

3級

主　事

３　級

主  任

 比率　（Ｂ）／（Ａ）　　　　

係　長

４　級

副部長

前
　
　
年
　
　
度

(人）

号給

２　級

号給(人）

本
　
　
年
　
　
度

 号給数別内訳

(人）

 職    員    数  （Ａ）

(％）

4号給

(人）
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　⑸　特殊勤務手当

　⑹　期末手当・勤勉手当　　　　　 〔（　）内は再任用職員の標準的な支給率〕

 (2.300）

（1.200）  (2.250）

 (2.300）

　⑺　その他の手当

扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

同

同

同

同

区　  分 一般会計の制度との異同 差　 異 　の 　内 　容

本　年　度

前　年　度

一般会計の制度

有

有

有

支給率計
職制上の段階、職
務の級等による加
算措置

備考区　　　分

支給期別支給率

６月
(月分)

１２月
(月分)

　
(月分)

特殊勤務手当の名称
支給対象職員１人当たり
平均支給月額(円)

事 故 出 動 手 当

特 殊 現 場 作 業 手 当

区　　分
給料総額に対する比率

（％）
支給対象職員の比率 ％
(平成29年11月1日現在)

全 職 種
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債務負担行為に関する調書

（単位：千円）

事   項

上下水道情報
管理システム
包括的業務運
用事業

限度額
左の財源
内訳

事業収益

　　　 当該年度以降
　　　 の支払義務発
　　　 生予定額

前年度末まで
の支払義務発
生（見込）額

金　額期　　間

平成３０年度から
平成３４年度まで

金　額

―

期　　間

―
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（単位：円）

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 の 営 業 費 用

受取利息及び配当金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

雑 支 出

過 年 度 損 益 修 正 益

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 損 △ 10,000

予 備 費 △ 6,000,000

当年度未処分利益剰余金

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

予 備 費

営 業 損 失

平成２９年度新座市水道事業予定損益計算書

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用
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（単位：円）

イ 土 地

ロ 建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 264,784,595

ハ 構 築 物

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 13,527,557,063

ニ 機 械 及 び 装 置
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,587,377,448

ホ 車 両 運 搬 具
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額 △ 22,612,768

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品
工 具 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額 △ 6,302,656

ト リ ー ス 資 産
リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額 △ 594,938

イ 電 話 加 入 権

ロ 施 設 利 用 権

△ 2,758,000

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

平成２９年度新座市水道事業予定貸借対照表

（平成３０年３月３１日）

資　産　の　部

有 形 固 定 資 産 合 計

そ の 他 流 動 資 産

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金
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イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

イ 賞 与 引 当 金

△ 7,591,824,520

イ 固 有 資 本 金

ロ 組 入 資 本 金

ハ 繰 入 資 本 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

イ 減 債 積 立 金

ロ 建 設 改 良 積 立 金

ハ 当年度未処分利益剰余金

ニ その他未処分利益剰余金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金 合 計

固 定 負 債

企 業 債

短 期 リ ー ス 債 務

繰 延 収 益 合 計

引 当 金

長 期 前 受 金

そ の 他 流 動 負 債

自 己 資 本 金

資 本 金

資 本 剰 余 金 合 計

資　本　の　部

負　債　の　部

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

未 払 金

流 動 負 債

長期前受金収益化累計額

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
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（単位：円）

イ 土 地

ロ 建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 276,204,595

ハ 構 築 物

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 14,173,335,063

ニ 機 械 及 び 装 置
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,698,273,448

ホ 車 両 運 搬 具
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額 △ 22,612,768

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品
工 具 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額 △ 6,689,656

ト リ ー ス 資 産
リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額 △ 594,938

イ 電 話 加 入 権

ロ 施 設 利 用 権

△ 2,465,000貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品

現 金 預 金

未 収 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

平成３０年度新座市水道事業予定貸借対照表

（平成３１年３月３１日）

資　産　の　部

有 形 固 定 資 産 合 計

そ の 他 流 動 資 産

固 定 資 産 合 計
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イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

イ 賞 与 引 当 金

△ 7,893,827,520

イ 固 有 資 本 金

ロ 組 入 資 本 金

ハ 繰 入 資 本 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

イ 減 債 積 立 金

ロ 建 設 改 良 積 立 金

ハ 当年度未処分利益剰余金

ニ その他未処分利益剰余金

負　債　の　部

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

未 払 金

流 動 負 債

長期前受金収益化累計額

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

資 本 剰 余 金 合 計

資　本　の　部

自 己 資 本 金

資 本 金

固 定 負 債

企 業 債

繰 延 収 益 合 計

引 当 金

長 期 前 受 金

そ の 他 流 動 負 債

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金 合 計
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平成３０年度財務諸表注記

Ⅰ．重要な会計方針

１ 資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び原価法

貯蔵品 先入先出法による原価法

短期間で費用化される事業品等で、金額的に重要性が乏しいため低

価法を採用せず、先入先出法による原価法としている。

２ 固定資産の減価償却の方法

⑴ 有形固定資産（リース資産を除く。。）

ア 減価償却の方法 定額法による。

イ 主な耐用年数

建物 ６年から５０年まで

構築物 ５年から６０年まで

機械及び装置 ２年から２０年まで

車両運搬具 ４年から５年まで

工具器具及び備品 ２年から２０年まで

⑵ 無形固定資産（リース資産を除く。。）

ア 減価償却の方法 定額法による。

イ 主な耐用年数

施設利用権 ４２年

⑶ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

３ 引当金の計上方法

⑴ 退職給付引当金

職員の退職手当は、「退職給付引当金に関する協定書」に基づき、一

般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は

計上していない。

⑵ 賞与引当金
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職員の期末手当及び勤勉手当並びに期末手当及び勤勉手当に係る法定

福利費の支出に備えるため、平成３０年度末における支給見込額に基づ

き、平成３０年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）

を計上している。

⑶ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能

見込額を計上している。

４ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式による。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

予定貸借対照表に関する注記

引当金の取崩し

１ 賞与引当金の取崩し

平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に充当するた

め賞与引当金１４，５４９，０００円を取り崩すことを予定している。

２ 貸倒引当金の取崩し

平成３０年度において、債権の不納欠損に充当するため貸倒引当金

２，７５８，０００円を取り崩すことを予定している。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

１ リース取引の処理方法

所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理を行っている。

２ リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を行っている。

３ 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

未経過リース料相当額
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１年内 ４，６４０，４８８円

１年超 ２，８９２，１４９円

計 ７，５３２，６３７円

平成２９年度財務諸表注記

Ⅰ．重要な会計方針

１ 資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び原価法

貯蔵品 先入先出法による原価法

短期間で費用化される事業品等で、金額的に重要性が乏しいため低

価法を採用せず、先入先出法による原価法としている。

２ 固定資産の減価償却の方法

⑴ 有形固定資産（リース資産を除く。。）

ア 減価償却の方法 定額法による。

イ 主な耐用年数

建物 ６年から５０年まで

構築物 ５年から６０年まで

機械及び装置 ２年から２０年まで

車両運搬具 ４年から５年まで

工具器具及び備品 ２年から２０年まで

⑵ 無形固定資産（リース資産を除く。。）

ア 減価償却の方法 定額法による。

イ 主な耐用年数

施設利用権 ４２年

⑶ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

３ 引当金の計上方法

⑴ 退職給付引当金
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職員の退職手当は、「退職給付引当金に関する協定書」に基づき、一

般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は

計上していない。

⑵ 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当並びに期末手当及び勤勉手当に係る法定

福利費の支出に備えるため、平成２９年度末における支給見込額に基づ

き、平成２９年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）

を計上している。

⑶ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能

見込額を計上している。

４ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式による。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

予定貸借対照表に関する注記

引当金の取崩し

１ 賞与引当金の取崩し

平成２９年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に充当するた

め賞与引当金１６，８３１，０００円を取り崩すことを予定している。

２ 貸倒引当金の取崩し

平成２９年度において、債権の不納欠損に充当するため貸倒引当金

６，５７２，４９９円を取り崩すことを予定している。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

１ リース取引の処理方法

所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理を行っている。

２ リース会計に係る特例措置
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所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を行っている。

３ 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

未経過リース料相当額

１年内 ４，６０１，８００円

１年超 ４，７６６，７００円

計 ９，３６８，５００円
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款 項 目 節 予 定 額

給 水 収 益

水 道 使 用 料 基本料金

水量料金

受 託 工 事 収 益

受 託 工 事 収 益 給水管修理収益（原因者負担）

そ の 他 の 営 業 収 益

手 数 料 設計審査手数料

工事検査手数料

市指定給水装置工事事業者指定手数料

雑 収 益 配水管修理等収益（原因者負担）

そ の 他 雑 収 益 特殊集団住宅取扱負担金

他 会 計 負 担 金 消火栓維持修理費負担金

配水管撤去費負担金

受取利息及び配当金

預 金 利 息 預金利息

長 期 前 受 金 戻 入

長 期 前 受 金 戻 入 長期前受金戻入

雑 収 益

そ の 他 雑 収 益 下水道使用料徴収業務等受託料

待機業務受託料

窓口閲覧システムコピー代金

森透水販売代金

浄水場用地使用料

その他雑収益

過 年 度 損 益 修 正 益

過 年 度 損 益 修 正 益 過年度損益修正益

収益的収入及び支出

事 業 収 益

平成３０年度新座市水道事業会計予算実施計画明細書

説　　　　　明

（単位：千円）

営 業 収 益

特 別 利 益

収　　　入

営 業 外 収 益
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款 項 目 節 予 定 額

原 水 及 び 浄 水 費

給 料 職員給料１人（１人）

（　）内は短時間勤務職員（外書き）

手 当 等 管理職手当

地域手当

住居手当

通勤手当

特殊勤務手当

管理職員特別勤務手当

期末手当

勤勉手当

賞 与 引 当 金 繰 入 額 賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費 職員共済組合負担金

職員共済組合事務費

埼玉県市町村総合事務組合負担金

被 服 費 職員被服費

燃 料 費 施設用燃料費

通 信 運 搬 費 電話料

回線使用電話料

光 熱 水 費 電気料金

委 託 料 水道施設各種業務委託料

水質検査等委託料

手 数 料 浄化槽法定検査手数料

使 用 料 及 び 賃 借 料 水道施設用地賃借料

事務機器借上料

下水道使用料

保 険 料 臨時職員等社会保険料

修 繕 費 浄水場施設修繕費

動 力 費 機械装置等電力料

薬 品 費 原水滅菌薬品費

測定試薬費

排水処理薬品費

営 業 費 用

説　　　　　明

支　　　出

事 業 費
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款 項 目 節 予 定 額

受 水 費 県水受水費 　13,578,000㎥

配 水 及 び 給 水 費

給 料 職員給料６人（２人）

（　）内は短時間勤務職員（外書き）

手 当 等 管理職手当

扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

時間外勤務手当

管理職員特別勤務手当

期末手当

勤勉手当

賞 与 引 当 金 繰 入 額 賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費 職員共済組合負担金

職員共済組合事務費

埼玉県市町村総合事務組合負担金

旅 費 一般職旅費

被 服 費 職員被服費

備 消 耗 品 費 備消耗品費

燃 料 費 自動車燃料費

印 刷 製 本 費 印刷製本費

通 信 運 搬 費 電話料

委 託 料 給配水管管理システムデータ更新業務委託料

待機業務委託料

事務機器保守委託料

満期メーター交換業務委託料

漏水調査業務委託料

配水管網システム保守・運用等業務委託料

草刈等委託料

土木積算システム保守委託料

配水管洗管業務委託料

使 用 料 及 び 賃 借 料 事務機器借上料

保 険 料 自動車損害保険料

臨時職員等社会保険料

説　　　　　明
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款 項 目 節 予 定 額

修 繕 費 配水管修理費

給水管修理費

仕切弁修理費

止水栓等修理費

消火栓修理費

鉛管修理費

自動車修繕費

備品等修繕費

公 課 費 自動車重量税

材 料 費 漏水等緊急修理用材料費

補 償 金 家屋等補償金

受 託 工 事 費

修 繕 費 給水管修理費（原因者負担）

業 務 費

給 料 職員給料６人

手 当 等 管理職手当

扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

時間外勤務手当

管理職員特別勤務手当

期末手当

勤勉手当

賞 与 引 当 金 繰 入 額 賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費 職員共済組合負担金

職員共済組合事務費

埼玉県市町村総合事務組合負担金

旅 費 一般職旅費

備 消 耗 品 費 備消耗品費

燃 料 費 自動車燃料費

印 刷 製 本 費 印刷製本費

通 信 運 搬 費 郵便料

電話料

回線使用電話料

説　　　　　明
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款 項 目 節 予 定 額

委 託 料 水道事業料金徴収等業務委託料

クレジットカード代理納付導入委託料

コンビニエンスストア収納取扱委託料

手 数 料 口座振替等手数料

クレジットカード代理納付手数料

保 険 料 自動車損害保険料

臨時職員等社会保険料

修 繕 費 自動車修繕費

備品等修繕費

総 係 費

報 酬 水道事業審議会委員報酬

　会長１人　委員９人

給 料 職員給料４人

手 当 等 管理職手当

扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

時間外勤務手当

管理職員特別勤務手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

賞 与 引 当 金 繰 入 額 賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費 職員共済組合負担金

職員共済組合事務費

埼玉県市町村総合事務組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

交 際 費 管理者交際費

研 修 費 職員研修費

旅 費 一般職旅費

水道事業審議会委員出席費用弁償

被 服 費 職員被服費

備 消 耗 品 費 備消耗品費

図 書 購 読 料 図書購入費

食 糧 費 賄料

説　　　　　明
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款 項 目 節 予 定 額

印 刷 製 本 費 印刷製本費

通 信 運 搬 費 郵便料

委 託 料 人事給与システム保守委託料

職員等健康診断委託料

財務会計機器等保守委託料

契約管理システム保守委託料

経営戦略及びアセットマネジメント策定委託料

手 数 料 その他の手数料

使 用 料 及 び 賃 借 料 事務室等賃借料

事務機器借上料

保 険 料 建物火災保険料

水道施設賠償責任保険料

貨紙幣類運送等保険料

修 繕 費 備品等修繕費

補 償 金 賠償金

災 害 補 償 費 非常勤職員公務災害等補償費

職員公務災害等見舞金

負 担 金 日本水道協会等会費負担金

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 貸倒引当金繰入額

減 価 償 却 費

有形固定資産減価償却費 建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

工具器具及び備品減価償却費

無形固定資産減価償却費 施設利用権減価償却費

資 産 減 耗 費

固 定 資 産 除 却 費 配水管等除却費

配水管等撤去費

そ の 他 営 業 費 用

雑 支 出 配水管等修理費（原因者負担）

支払利息及び企業債取扱諸費

企 業 債 利 息 財政融資資金利息

地方公共団体金融機構資金利息

リ ー ス 資 産 利 息 リース資産利息

営 業 外 費 用

説　　　　　明
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款 項 目 節 予 定 額

消費税及び地方消費税

消費税及び地方消費税 消費税及び地方消費税

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出 廃棄物処理費

森透水等製造費

非常用飲料水袋購入費

その他雑支出

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 売 却 損 固定資産売却損

過 年 度 損 益 修 正 損

過 年 度 損 益 修 正 損 過年度損益修正損

予 備 費

予 備 費 予備費

説　　　　　明

特 別 損 失

予 備 費
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款 項 目 節 予 定 額

企 業 債

企 業 債 施設整備事業債

分 担 金

分 担 金 分担金

負 担 金

工 事 負 担 金 配水管布設工事費負担金（下水道等）　

配水管布設工事費負担金（区画整理等）

款 項 目 節 予 定 額

新 設 拡 張 費

給 料 職員給料３人

手 当 等 管理職手当

扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

特殊勤務手当

時間外勤務手当

管理職員特別勤務手当

期末手当

勤勉手当

賞 与 引 当 金 繰 入 額 賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費 職員共済組合負担金

職員共済組合事務費

埼玉県市町村総合事務組合負担金

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

説　　　　　明

資本的収入及び支出

収　　　入

分 担 金

負 担 金

支　　　出

企 業 債

資 本 的 収 入

説　　　　　明
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款 項 目 節 予 定 額

旅 費 一般職旅費

被 服 費 職員被服費

備 消 耗 品 費 備消耗品費

燃 料 費 自動車燃料費

委 託 料 工事実施設計等委託料

保 険 料 自動車損害保険料

修 繕 費 自動車修繕費

公 課 費 自動車重量税

補 償 金 補償金

請 負 工 事 費 配水管布設等工事費

　　　 〃　　（増径分）

　　　 〃　　（工事負担金分）

改 良 費

給 料 職員給料３人

手 当 等 管理職手当

扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

特殊勤務手当

時間外勤務手当

管理職員特別勤務手当

期末手当

勤勉手当

賞 与 引 当 金 繰 入 額 賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費 職員共済組合負担金

職員共済組合事務費

埼玉県市町村総合事務組合負担金

旅 費 一般職旅費

被 服 費 職員被服費

備 消 耗 品 費 備消耗品費

図 書 購 読 料 図書購入費

燃 料 費 自動車燃料費

委 託 料 工事実施設計等委託料

保 険 料 自動車損害保険料

説　　　　　明
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款 項 目 節 予 定 額

修 繕 費 自動車修繕費

公 課 費 自動車重量税

補 償 金 補償金

請 負 工 事 費 浄水場施設改良工事費

配水管布設替工事費（増径分）

　　　 〃　　（工事負担金分）

配水管等整備工事費

固 定 資 産 購 入 費

量 水 器 費 メーター購入費

リ ー ス 資 産 購 入 費 リース資産購入費

企 業 債 償 還 金

企 業 債 償 還 金 財政融資資金償還元金

地方公共団体金融機構資金償還元金

予 備 費

予 備 費 予備費

予 備 費

企 業 債 償 還 金

説　　　　　明




